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▼ＩＮＤＥＸ

１ ラジオ NIKKEI「IRサプリ」10月放送予定のご案内
２ JASDAQ上場会社個人投資家向け IR説明会のお知らせ
３ 新着アナリストレポートのご案内

４ 証券取引等監視委員会コラム
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※ 以下については、証券取引等監視委員会のホームページ掲載にあたり、上記

目次の４を抜粋しております。
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４ 証券取引等監視委員会コラム
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インサイダー取引について（２）

２．規制の対象者（つづき）

 前回は，インサイダー取引の規制の対象者について，法律の規定を説明しました。

今回は，類型ごとに，その具体的な事例を紹介したいと思います。

（会社関係者）

（１）当該上場会社等の役員，代理人，使用人その他従業員であって，その者の職

務に関し重要事実を知ったとき。

 例えば，上場会社Ａ社の社員Ｘが，社内幹部臨時会議に出席し，取締役から重要

事実が周知されて知った場合，社員Ｘは会社関係者としてインサイダー規制の対象

者となります。また，Ａ社の社員Ｙが，その職務の過程で社員Ｘから重要事実を聞

き及んで知った場合，社員Ｙも（情報受領者ではなく）会社関係者としてインサイ

ダー規制の対象者となります。（課徴金事例集（平成２３年６月公表）事例１０参

照）

（２）当該上場会社等の会社法第４３３条第１項に定める権利（会計帳簿の閲覧等

の請求）を有する株主等であって，当該権利の行使に関し重要事実を知ったとき。

 これについては，これまでのところ，具体的な事例はありません。

（３）当該上場会社等に対する法令に基づく権限を有する者であって，その権限の

行使に関し重要事実を知ったとき。



 具体的には，本年１月３１日に証券監視委が告発した「経済産業省審議官による

内部者取引事件」があります（証券監視委ＨＰ参照）。この事件は，犯則嫌疑者の

経済産業省大臣官房審議官が，同省商務情報政策局情報通信機器課が所掌する事務

の企画・立案に参画し，関係事務を統括整理するなどの職務に従事していましたが，

その職務上の権限の行使に関し重要事実を知り，インサイダー取引を行ったという

ものです。

（４）当該上場会社等と契約を締結している者又は締結の交渉をしている者であっ

て，当該契約の締結・交渉，履行に関し重要事実を知ったとき。

 例えば，上場会社Ａ社と業務委託契約の締結交渉を行っていたＢ社の役員Ｘが，

Ａ社の営業担当社員からＡ社に関する重要事実を聞いて知り，さらにＢ社の別の役

員Ｙが役員Ｘから聞いて当該重要事実を知った場合，Ｂ社の役員Ｘも役員Ｙも会社

関係者としてインサイダー規制の対象となります（課徴金事例集（平成２１年６月

公表）事例１４参照）。

（５）上記（２）又は（４）の者（法人）の他の役員，代理人，使用人その他の従

事者であって，その者の職務に関し重要事実を知ったとき。

 例えば，Ａ社（公開買付者）による上場会社Ｂ社（公開買付対象者。Ａ社と業務・

資本提携契約を締結。）の株式の公開買い付けについて，上場会社Ｂ社の役員が，

その公開買付けがＢ社にとって重要であることを注意喚起する旨のメールを全社

員にメール送信して周知した場合には，メールを受け取った全社員が，会社関係者

としてインサイダー規制の対象となります（課徴金事例集（平成２２年６月公表）

事例１５参照）。

（注）（５）は「職務に関し」知った場合という点で，（４）の「契約の締結・交渉，

履行に関し」知った場合とは異なります。

（情報受領者）

○ 会社関係者等から重要事実等の伝達を受けた「情報受領者」。その「情報受領

者」が所属する法人の役員等で，その者の職務に関し重要事実等を知ったもの。

 例えば，上場会社Ａ社（公開買付者）による上場会社Ｂ社（公開買付対象者。Ａ

社と機密保持契約の締結交渉中。）の株式の公開買付けについて，Ｂ社の社員Ｙが

職務上これを知り，仕事を通じて知り合ったＸとの飲食中にこれを話して，Ｘが公

開買付け事実を知った場合，Ｘは情報受領者としてインサイダー規制の対象者とな

ります。（課徴金事例集（平成２４年７月公表）事例９参照）。

 また，例えば，マスコミ記者Ｋが，上場会社Ａ社への取材により重要事実を知り，

この取材内容が直ちに放送用原稿としてマスコミ社内の報道端末に入力され，また，



放送用原稿の概要が社内放送された場合，この報道端末に入力された放送用原稿を

閲覧することにより重要事実を知ったマスコミ社員Ｘ，館内放送により重要事実を

知ったマスコミ社員Ｙは，いずれも情報受領者としてインサイダー規制の対象者と

なります。（課徴金事例集（平成２１年６月公表）事例１６参照）。

 このように，会社関係者や公開買付者等関係者，情報受領者の規制対象者の範囲

は，情報伝達の経緯によって広がりますので，注意が必要です。

 インサイダー取引で課徴金を課せられた事案を見てみますと，平成２０年度まで

は会社関係者によるものの割合が高かったのですが，平成２１年度以降は，（上場

会社内部におけるインサイダー取引防止の取組みが進んだのか，）情報受領者によ

るものの割合が高くなっています（具体的な計数は課徴金事例集を参照）。

 いずれにせよ，インサイダー取引を防止するためには，情報管理を徹底し，必要

以上に内部情報を他人に漏らさないことが肝要です。

*文中，意見に関わる部分は，筆者の個人的見解です。
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